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総 括 

 

 平成30年度一般会計は、歳入歳出予算の総額を当初35億1,536万1,000円と定めま

したが、前年度剰余金の財政調整基金及び保健事業等支援基金への積立や前年度国

庫支出金の確定に伴う返還金の補正を行ったため、平成30年度の予算現額としては

歳入歳出ともに40億3,456万8,000円となりました。 

 

歳入については、決算額は前年度比36％増の48億5,726万7,950円となりました。 

歳入の主なものは、構成市町村からの負担金24億8,584万8,000円（歳入全体の割

合51.2％）、国からの支出金12億6,340万2,741円（同26.0％）などとなっています。 

 歳出については、決算額は前年度比15.2％増の35億7,283万1,790円となりました。 

 歳出の主なものは、電算システム関係費が11億9,499万7,405円（歳出全体の割合

33.4％）、医療費適正化事業費が4億8,605万9,135円（同13.6％）、資格管理事業費が

4億6,507万7,533円（同13.0％）、広域連合事業費負担金（広域連合事務局職員の人

件費）が3億9,152万6,742円（同11.0％）、保健事業等支援基金費が3億4,553万3,365

円（同9.7％）などとなっています。 

その結果、歳入歳出差引残額は、12億8,443万6,160円となりました。 

 

平成30年度一般会計歳入歳出決算額の構成割合
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<<歳出の科目別執行内容の主なもの>> 

 

１款 議会費 <102万 542円> 

神奈川県後期高齢者医療広域連合議会定例会を２回（平成30年８月、平成31

年３月）開催しました。 

 

２款  総務費  １項 総務管理費 <35億7,150万4,443円> 

○広域連合運営管理費 <9,852万2,279円> 

運営協議会（２回）、幹事会（３回）を開催するとともに、広域連合事 

務局の運営管理のための経費を支出しました。 

 

○広域連合事業費負担金 <3億9,152万6,742円> 

県内各市からの派遣職員の人件費相当分を、負担金として派遣元各市へ支 

払いました。 

 

○高齢者医療管理費 <2億1,814万6,478円> 

市町村が行った長寿・健康増進事業等に対し補助金を交付したほか、健康増

進啓発品の作成を行い、市町村窓口で被保険者に配布しました。 

また、市町村に提出された申請書等を効率的に搬送するために要した費用を 

支出しました。 

 

○保険料関係事業費 <1,343万800円> 

 保険料の賦課を行い、保険料額決定通知書を送付したほか、新規年齢到達者

に口座振替用紙を発送しました。 

 

○資格管理事業費 <4億6,507万7,533円> 

被保険者の資格管理のため、被保険者証の発行及び旧被保険者証の回収勧奨 

を行うとともに、保険料の滞納者には、短期被保険者証を発行しました。 

 また、被保険者証の一斉更新を行いました。 
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○給付関係事業費 <1億8,062万3,690円> 

療養費等の審査支払、高額療養費等の給付事務のための経費を支出しました。 

 

○医療費適正化事業費 <4億8,605万9,135円> 

レセプトの運用管理、診療報酬明細書点検をはじめ、年々増加する療養給付

費等の適正化を図るため、資格過誤点検、療養費の二次点検、医療と介護の給

付調整のための経費を支出しました。 

 

○電算システム関係費 <11億9,499万7,405円> 

電算処理システム（標準システム）の運用に係る経費を支出しました。 

また、電算処理システムの機器更新を行いました。 

 

○広報広聴活動関係費 <2,278万4,044円> 

コールセンター業務を委託するとともに、年２回の広報紙の発行、制度周知 

のためのガイドブック・小冊子の作成を行いました。 

また、登録モニター及び入電者に対するアンケートを行いました。 

 

○財政調整基金費 <1億5,475万543円> 

平成29年度の剰余金及び運用利子を、財政調整基金に積み立てました。 

 

○保健事業等支援基金費 <3億4,553万3,365円> 

平成29年度の剰余金及び運用利子を、保健事業等支援基金に積み立てました。 

 

２款 総務費  ２項 選挙費 <3万8,688円> 

   神奈川県後期高齢者医療広域連合選挙管理委員会を開催しました。 

 

２款 総務費  ３項 監査委員費 <26万8,117円> 

   広域連合の財務に関する事務執行等を監査する定期監査、平成29年度決算等

の審査及び月１回の例月現金出納検査のための経費を支出しました。 
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 1 議会費

 1 議会費

 2 総務費

 1 総務管理費

（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

4,022,655,000 3,571,811,248 0 450,843,752

 1 一般管理費  広域連合運営管理費 103,313,000 98,522,279 0 4,790,721

4,022,250,000 3,571,504,443

 1 議会費  議会運営費 1,913,000 1,020,542 0 892,458

1,913,000 1,020,542 0 892,458

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

1,913,000 1,020,542 0 892,458

0 450,745,557
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【広域連合議会の運営に関する経費】

  場所：川崎市コンベンションホール

 (2) 平成31年第1回定例議会（平成31年3月25日）　条例1件、予算4件、選挙1件、同意1件、陳情1件　

  場所：川崎市コンベンションホール

 (1) 議員報酬

 (2) 普通旅費、費用弁償

 (3) 消耗品費、食糧費

 (4) 郵送料

 (5) 会場使用料

 (1) 情報公開・個人情報保護審査会委員報酬（日額16,000円×延5名分）

 (2) 非常勤職員報酬

 (3) 共済費

 (4) 普通旅費、費用弁償

 (5) 消耗品費及び光熱水費等

 (6) 電話料、郵送料

 (7) 庁内システム関係委託料

 (8) 事務所借上料

 (9) 庁内器具購入費

 (10) 保険者協議会負担金、各種研修参加費等負担金

17,757,100円

38,276,580円

○広域連合議会を２回開催しました。

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

396,000円

10,771円

１　広域連合議会の開催及び議決案件

 (1) 平成30年第2回定例議会（平成30年8月29日）　条例1件、予算1件、決算2件、同意1件、陳情1件

２　議員の定数及び任期

 (1) 広域連合議会議員の定数は20人

 (2) 広域連合議会議員の任期は1年

３　議員の報酬

○広域連合事務局での事務運営をするために、事務室を借り上げ、文書システムの運用や各市町村との会議等
を行いました。

40,772円

458,660円

【広域連合の運営に関する経費】

 　  議長（１名、日額15,000円）、副議長（１名、日額13,000円）、議員（18名、日額10,000円）

４　主な支出項目

99,119円

１　主な支出項目

691,914円

8,021,337円

4,775,504円

5,056,896円

850,535円

1,740,312円

354,433円

80,000円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 広域連合事業費負担金 391,941,000 391,526,742 0 414,258

 会計関係費 54,000 52,429 0 1,571
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

２　各種会議の開催状況

【広域連合職員の人件費に関する経費】

◎職員構成 ◎組織別職員構成

人 　

人

人

※神奈川県からの派遣職員（事務局次長兼総務課長）については派遣元が人件費を負担

【会計事務に関する経費】

 (1) 消耗品費

 (2) 金融機関マルチウェブ使用料

 (3) 貸金庫等使用料等

○広域連合事務局で従事する職員48名の人件費負担金を派遣元各市に支出しました。

管　理　職 6 　
事務局長・
事務局次長 課長 係長 係員

＿

計 49 総務課 1人

(1) 運営協議会の開催　

　県内33市町村の首長で構成される運営協議会を平成30年7月と平成31年2月に開催しました。

(2) 幹事会の開催　

　県内33市町村の後期高齢者医療制度所管課長で構成される幹事会を3回（平成30年7月、11月、平成31年2
月）開催しました。

(3) 情報公開・個人情報保護審査会の開催　

　情報公開・個人情報保護審査会を1回（平成30年6月）開催し、個人情報を取り扱う事務の委託などにつ
いて、審査しました。

＿ 2人 7人

一　般　職 43 事務局長 1人 ＿ ＿

8人

資格保険料課 ＿ 1人 2人 8人

企画課 ＿ 2人 2人

給付課 ＿ 1人 2人 12人

○公金の出納事務、審査事務を行うための経費を支出しました。

１　主な支出項目

18,144円

25,920円

8,365円

11



（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 高齢者医療管理費 334,838,000 218,146,478 0 116,691,522

 保険料関係事業費 29,286,000 13,430,800 0 15,855,200

 資格管理事業費 519,311,000 465,077,533 0 54,233,467
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【制度の円滑運営、市町村との連絡調整に関する経費】

 (2) 市町村との連絡のための搬送便業務委託料

 (3) 応訴事務委託料

 (4) 市町村補助金

　　　① 国からの特別調整交付金を財源とする長寿・健康増進事業の実施に対する補助金　

　　　　　21市町

　　　　　 5市

　　　　　 5市町

 (5) 償還金　

　　　① 平成29年度財政調整交付金返還金

　　　② 平成29年度後期高齢者医療制度事業費補助金返還金

【保険料の賦課に関する経費】

 (1) 年齢到達者口座振替用紙郵送料

 (2) 年齢到達者口座振替用紙送付事業委託料

 (3) 市町村補助金

　　　　　4市

　　　　　9市町

【被保険者の資格管理、被保険者証等の交付に関する経費】

 (1) 臓器提供意思表示欄保護シール作成費（1,215,700部）

 (2) 被保険者証等の送付に係る郵送料

 (3) 被保険者証等作成封入封緘業務委託料

 (4) 医療被保険者証更新案内ポスター等作成及び封入封緘業務委託

　　　③ 国からの特別調整交付金を財源とする保険者インセンティブ評価対象事業等の実施に対する補助金　

○後期高齢者医療制度の円滑な運営のために必要な経費や、各市町村との連絡調整に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

 (1) 健康増進啓発チラシ入り被保険者証用ソフトカバーケース作成費 925,344円

5,508,000円

1,080,000円

9,679,000円

191,662,000円

164,189,000円

      ② 国からの事業費補助金を財源とする高齢者の低栄養防止・重症化予防等の推進に対する補助金　

18,178,000円

18,930,634円

9,251,634円

9,295,000円

49,654円

      ② 国からの事業費補助金を財源とする保険料収納対策事業に対する補助金

1,937,000円

○保険料の賦課等に関する事務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

1,986,654円

　　　① 国からの特別調整交付金を財源とする保険料システム誤り対応事業に対する補助金

6,354,912円

2,401,162円

○後期高齢者医療被保険者の資格管理業務に関する事務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

401,612,470円

52,123,133円

6,472,873円

529,200円

   ※「後発医薬品希望カード」を被保険者証に同封
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 給付関係事業費 230,226,000 180,623,690 0 49,602,310

 医療費適正化事業費 537,015,000 486,059,135 0 50,955,865

 電算システム関係費 1,346,895,000 1,194,997,405 0 151,897,595
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【給付に関する経費】

 (1) 消耗品費

 (2) 療養費支給申請書、発送用封筒作成費等

 (3) 療養費の支給決定通知等の送付に係る郵送料

 (4) 電算処理システムバッチ帳票作成委託料

 (5) 給付関連入力処理業務委託料

 (6) 給付申請書入力等業務委託料

【医療費適正化に関する経費】

 (1) 消耗品費等

 (2) 医療費通知等の送付に係る郵送料

 (3) レセプト管理システム運用業務委託料

 (4) レセプト及び療養費支給申請書の点検等業務委託

 (6) 医療費通知及作成等業務委託料

（7）不当利得求償業務委託料

（8）第三者行為損害賠償請求事務委託料

（9）保健指導対象者候補抽出等業務委託

（10）訪問等保健指導業務委託

　

（11）後発医薬品利用通知及作成等業務委託料 （発送数　40,174通　(年1回)）

【電算処理システムに関する経費】

 (1) 電算処理システム関係消耗品費等

（※ うち、機器更新に係る業務委託 ）318,225,078円

○電算処理システム（標準システム）の運用に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

367,928円

 (2) 電算処理システム運用及び関連業務委託等

 (3) 標準システムクライアント端末等賃貸借等 38,476,952円

1,083,481,677円

 (4) 医療保険者向け中間サーバー等運営負担金 72,670,848円

○高額療養費、高額介護合算療養費、療養費等の支給に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

17,841円

354,855円

71,323,021円

18,612,548円

35,471,520円

54,843,905円

39,488,902円

 (5) 診療報酬明細書点検業務委託料（点検件数223,397件） 12,984,656円

23,328,583円

○レセプトの運用管理、診療報酬明細書点検をはじめ、年々増加する療養給付費等の適正化を図るため、資格
過誤点検、療養費の二次点検、医療と介護の給付調整のための経費を支出しました。

１　主な支出項目

90,470円

146,510,823円

181,725,619円

（発送数　1回目1,054,362通 2回目1,009,841通 (年2回)）

13,176,000円

37,679,173円

（糖尿病性腎症重症化予防事業　訪問数　初回訪問11回　継続訪問10回　電話フォロー20回)

710,648円

4,288,464円

3,752,568円

（重複・頻回受診者、重複投薬者訪問指導　訪問数　初回訪問89回　継続訪問60回)
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 2 選挙費

 広報広聴活動関係費 28,788,000 22,784,044 0 6,003,956

154,750,543 0 298,457 2 財政調整基金費  財政調整基金費 155,049,000

 1 選挙管理委員会費  選挙管理運営費 62,000 38,688 0 23,312

 3 保健事業等支援基金 保健事業等支援基金費 345,534,000 345,533,365 0 635

62,000 38,688 0 23,312
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【制度の広報広聴に関する経費】

 (1) 広報紙作成費（年2回発行、計170,000部）

 (2) 後期高齢者医療制度ガイドブック作成費（45,500部）

 (3) 小冊子作成費（年2回発行、計251,000部）

 (4) 郵送料等

 (5) コールセンター業務委託料 （年間問い合わせ件数32,310件）

【財政調整基金への積立金】

 (1) 平成29年度剰余金

 (2) 運用収入

【保健事業等支援基金への積立金】

 (1) 平成29年度剰余金

 (2) 運用収入

【選挙管理委員会の運営に関する経費】

 (1) 選挙管理委員会委員報酬（委員：３名、日額6,000円）

 (2) 職員旅費

○後期高齢者医療制度について広く周知するため、各種冊子（ガイドブック、小冊子、広報紙）を発行
するとともに、被保険者の意見を広く聴取するため、登録モニター及び入電者に対するアンケートを実
施し、若い世代に向けた周知ポスターも作成しました。また、効率的な電話対応を行うためのコールセ
ンター業務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

1,095,120円

991,645円

73,561円

2,153,611円

16,238,340円

○前年度剰余金及び基金運用による利子を財政調整基金に積み立てました。

１　主な支出項目

154,748,641円

1,902円

○前年度剰余金及び基金運用による利子を財政調整基金に積み立てました。

１　主な支出項目

345,530,000円

3,365円

○選挙管理委員会を１回開催しました（平成30年6月15日）。

１　主な支出項目

18,322円

18,000円

17



（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 3 監査委員費

 3 予備費

 1 監査委員費  監査委員費 343,000 268,117 0 74,883

343,000 268,117 0 74,883

10,000,000 0 0 10,000,000

 1 予備費  予備費 10,000,000 0 0 10,000,000

 1 予備費 10,000,000 0 0 10,000,000

合 計 4,034,568,000 3,572,831,790 0 461,736,210
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【監査の実施に関する経費】

 (1) 決算審査(平成29年度分)

  期日：平成30年7月26日　場所：広域連合会議室

  期日：平成31年1月25日　場所：広域連合会議室

  期日：毎月25日前後（12回開催）　場所：広域連合会議室

 (2) 普通旅費、費用弁償

 (3) 消耗品費、監査定例会に係る食糧費

【予算外又は予算超過の支出に充てるための経費】

233,000円

32,423円

○毎月１回の監査委員定例会（決算審査、定期監査を含む。）を開催しました。

１　監査の実施状況

2,694円

 (2) 定期監査(平成29年度下期分、平成30年度上期分)

 (3) 例月現金出納検査

２　主な支出項目

 (1) 委員報酬（代表監査委員：１名、日額7,000円　監査委員：１名、日額6,000円）
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＜  後期高齢者医療特別会計  ＞ 
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総 括 

 

平成 30 年度後期高齢者医療特別会計は、歳入歳出予算の総額を当初 8,871 億

4,279 万 5,000 円と定めましたが、前年度剰余金の療養給付費等支払準備基金への

積立や国庫支出金等の確定に伴う返還金の補正を行ったため、平成30年度の予算現

額としては歳入歳出ともに8,986億 3,671万 9,000円となりました。 

 

歳入については、被保険者の増加等による療養給付費等の増に伴い、市町村支出

金、国庫支出金及び支払基金交付金が前年度と比べて 2.5％増加したものの、繰越

金が前年度と比べて 20.6％減少したことから、決算額は前年度比 2.4％増の 9,048

億 1,259万 2,259円となりました。 

歳入の主なものは、支払基金交付金3,743億 1,665万 8,000円（歳入全体の割合

41.4％）、国庫支出金2,578億 6,479万 8,259円（同28.5％）、市町村支出金1,743

億 2,902万 8,706円（同19.3％）、県支出金699億 2,926万 2,000円（同7.7％）

などとなっています。 

歳出については、療養給付費が前年度と比べて 3.9％増加したことから、決算額

は前年度比3.3％増の8,912億 9,120万 9,076円となりました。 

歳出の主なものは、保険給付費の8,664億2,794万1,857円で、歳出全体の97.2％

を占めています。 

その結果、歳入歳出差引残額は135億 2,138万 3,183円となりました。 

 

平成30年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算額の構成割合
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≪歳出の科目別執行内容の主なもの≫ 

 

１款 保険給付費 <8,664億 2,794万 1,857円> 

被保険者が受診した医療機関等に支払う医療費等として、療養給付費8,100 

億4,413万3,787円、療養費等144億3,302万5,126円、高額療養費359億3,705

万 8,099 円、高額介護合算療養費 10億 9,907 万 5,727 円、審査支払手数料 22

億 429万 9,118円、葬祭費27億 1,035万円を支出しました。 

 

２款 特別高額医療費共同事業拠出金 <3億 1,150万 3,144円> 

１件400万円を超える医療費については、全国の広域連合が共同でその医療

費の一部を負担する事業を実施しており、指定法人である国民健康保険中央会

へ拠出金3億1,150万 3,144円を支出しました。 

 

３款 保健事業費 <28億 9,864万 1,237円> 

市町村が実施した健康診査事業に対し、補助金を交付したほか、歯科健康診

査事業の実施等により、28億 9,864万 1,237円を支出しました。 

 

６款 諸支出金<147億 9,522万 1,772円> 

   保険料還付金、国庫支出金及び県支出金の償還金等として、147 億 9,522 万

1,772円を支出しました。 
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 1 保険給付費

 1 保険給付費

 2 特別高額医療費共同事業拠出金

1

1

（単位：円）

451,469,000 139,965,856311,503,144 0

451,469,000 139,965,856

不　用　額

139,965,856

0

0

3,459,225,213

0

0 7,017,855,143

0 高額療養費 38,586,133,000

0 763,717,874

868,385,311,000 861,513,292,739

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

873,445,797,000 866,427,941,857

翌　年　度

810,044,133,787 0

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

873,445,797,000 866,427,941,857

 1 療養給付費等  療養給付費等

0 273

 療養費等 15,196,743,000 14,433,025,126

35,937,058,099

 2 審査支払手数料  審査支払手数料 2,219,586,000 2,204,299,118 0

1,099,075,7271,099,076,000

内
　
　
訳

 療養給付費 813,503,359,000

 3 葬祭費  葬祭費 2,840,900,000 2,710,350,000

 高額介護合算療養費

特別高額医療費共同事業拠出金 311,503,144 0

451,469,000 311,503,144

特別高額医療費共同  特別高額医療費共同

事業拠出金  事業拠出金

130,550,0000

15,286,882

2,649,074,901

7,017,855,143

6,872,018,261
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【療養給付費等】 ※括弧内は平成29年度実績

 (1) 療養給付費

 (2) 療養費等

 (3) 高額療養費

 (4) 高額介護合算療養費

【審査支払手数料】

 (1) 審査支払手数料

【葬祭費】

 (1) 葬祭費

【特別高額医療費共同事業拠出金】

　同一世帯の被保険者において、医療保険の負担と介護保険の負担の両方が発生している場合で、年間の
医療と介護の自己負担額を合算して基準額を超えた場合に、その超えた分を還付金として支払います。
（現金給付）

　保険医療機関等に対して、療養の給付（診察、薬剤・治療材料の支給、治療、看護等）、入院時食事療
養費、入院時生活療養費、訪問看護療養費などの自己負担分を除いた費用を支払います。（現物給付）

1,099,075,727 円

1,088,568 人 (1,042,225 人)

（1,045,835,981 円）

（778,237,119,378 円）

2,710,350,000 円

（36,148,384,249 円）

14,433,025,126 円

　1カ月（同じ月内）の医療費の自己負担が高額になったとき、自己負担限度額を超えた分を後から支払
います。また、自己負担が同一月・同一医療機関において自己負担限度額を超えたときは、現物給付され
ます。（現金・現物給付）

○療養給付費の審査支払事務に要する手数料を支出しました。

（1,844,786,969 円）

（2,595,350,000 円）

35,465,689 件 （32,388,034 件）

○被保険者の疾病、負傷に係る給付を行いました。

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

（1,904,596 件）

65,897 件

948,236 件 （14,069,030,384 円）（937,908 件）

（62,345 件）

（51,907 件）

35,937,058,099 円

平成30年度平均被保険者数　

810,044,133,787 円

　被保険者が柔道整復師、はり・きゅう・マッサージ師の施術を受けた場合で、受領委任に同意したと
き、施術所等に対して自己負担分を除いた費用を支払います。（現物給付）
　また、被保険者が急病など緊急その他やむを得ない事情で保険証を持参できなかったときなどに、医療
費の全額を保険医療機関等で支払った後、申請し、広域連合から認められた場合には、自己負担分を除い
た額を支払います。（現金給付）

1,753,763 件

54,207 件

○被保険者の死亡に際して、その葬祭を行った方に、申請により葬祭費として5万円の支給を行いました。

○１件400万円を超える医療費については、全国の広域連合が共同でその医療費の一部を負担する
  事業を実施しており、指定法人である国民健康保険中央会へ拠出金を支出しました。

2,204,299,118 円
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 3 保健事業費

 1 健康保持増進事業費

 4 基金積立金

 1 基金積立金

1

 5 公債費

 1 利子

（単位：円）

6,857,901,066

934

40,092,000

6,857,902,000

6,857,902,000 0

6,857,901,066 0

準備基金積立金

124,769,366

139,543,763

繰　越　額

810,000

不　用　額

0

0

予 算 現 額

2,863,429

182,000

28,363,032

0

事　業　名 支 出 済 額
款 ・ 項 ・ 目

科　　　　　目

2,898,641,237 0 139,543,763

2,898,641,237 0

3,038,185,000

歯科健康診査事業 992,000

3,038,185,000

印刷製本費

10,404,000

健康診査事業補助金 2,986,697,000 2,861,927,634 0

0

1,000,000

 1 健康診査事業費

1,000,000

 準備基金積立金

0

翌　年　度

1,000,000

7,540,571

11,728,968歯科健康診査事業

歯科健康診査事業

委託料

通信運搬費

1,000,000

0

 利子

934

1,000,000 0 0

0

1,000,000

934

 療養給付費等支払 6,857,902,000 6,857,901,066療養給付費等支払

 1 利子 0
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【健康診査事業費】

（歯科健康診査事業）

(1) 歯科健康診査事業印刷製本費

　歯科健康診査帳票及び歯科健康診査実施要領の印刷費

(2) 歯科健康診査事業通信運搬費

　歯科健康診査受診案内の郵送料

(3) 歯科健康診査事業委託料

　歯科健康診査案内状等作成業務及び歯科健康診査業務の委託費

　　＜参考＞受診実績

（健康診査事業）

○市町村が行った健康診査事業に対して、健康診査事業補助金を交付しました。

(4) 健康診査事業補助金

　　＜参考＞受診実績

（集団検診） （個別健診）

【療養給付費等支払準備基金積立金】

 (1) 積立額

 　　＜参考＞ 取崩額 （平成30年度特別会計「繰入金」として歳入）

【一時借入を実施した場合の利子】

4.66 ％

○前年度で満75歳に達した被保険者の方を対象に、歯科健康診査事業を実施しました。

810,000 円

7,540,571 円

28,363,032 円

健診対象者数

受診者数

9,289 人 272,245 人281,534 人

2,861,927,634 円

97,362 人

4,537 人

健診対象者数 1,067,908 人

受診率

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

6,476,167,000 円

受診者数

6,857,901,066 円

26.36 ％受診率

○療養給付費等の年度間変動に対応し、当該支払いに充てるため、剰余金を基金に積み立てました。
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 6 諸支出金 0

 1 償還金及び還付加算金 0

1 0

（単位：円）

14,842,366,000 14,795,221,772 47,144,228

7,345,509,924

償還金及び還付加算金

合 計 898,636,719,000 891,291,209,076 0

  償還金及び還付加算金 

14,842,366,000 14,795,221,772

14,842,366,000

繰　越　額
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

科　　　　　目
事　業　名

款 ・ 項 ・ 目

47,144,228

14,795,221,772 47,144,228
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【償還金及び還付加算金】

 (1)　保険料還付金

 (2)　還付加算金

 (3)　特別返還金

 (4)　後期高齢者医療給付費国庫負担金返還金

 (5)　後期高齢者医療高額医療費国庫負担金返還金

 (6)　後期高齢者医療財政調整交付金返還金

 (7)　後期高齢者医療制度事業費補助金返還金

 (8)　高齢者医療制度円滑運営臨時特例特例交付金返還金

 (9)　後期高齢者交付金返還金

 (10)　高齢者医療災害時円滑運営臨時特例補助金返還金

 (11)　保険給付費過誤納付返還金 329,161 円

○保険料還付金、国庫支出金及び県支出金の返還金等を支出しました。

177,019,395 円

2,584,330 円

13,167,226,843 円

36,976,366 円

1,210,000 円

292,000 円

167,233,075 円

72,280,750 円

190,300 円

1,169,879,552 円

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明
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＜  参 考 資 料  ＞ 
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神奈川県及び全国の後期高齢者医療被保険者数及び人口等の推移 （単位：人） 

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

県人口（年度平均） 9,079,612 9,096,437 9,121,498 9,144,027 9,160,054 9,178,458

県被保険者数（年度平均） 872,829 904,326 945,361 993,631 1,042,225 1,088,568

県人口に占める割合 9.61％ 9.94％ 10.36% 10.87% 11.38% 11.86%

全国人口（年度平均） 127,393,098 127,217,092 127,075,300 126,908,170 126,689,861 126,426,406

全国被保険者数（年度平均） 15,266,362 15,545,307 15,944,315 16,457,820 16,963,330 － 

全国人口に占める割合 11.98％ 12.22％ 12.55% 12.97% 13.39% － 

(出典等) 

県人口（年度平均）：『神奈川県人口統計調査』をもとに算出 

全国被保険者数（年度平均）：『後期高齢者医療事業状況報告 第２表 都道府県別医療費の状況』（平成 30年度は未発表） 

全国人口（年度平均）：『人口推計』をもとに算出 
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  神奈川県及び全国の後期高齢者医療制度の１人あたり医療費の推移 （単位：円） 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度

神奈川県 863,346 864,269 877,313 861,265 870,069 868,869

全国 929,573 932,290 949,070 934,547 944,561 － 

(出典等) 

全国：『後期高齢者医療事業状況報告 第２表 都道府県別医療費の状況』（平成 30年度は未発表） 
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